



















































































年　度 1978年 ユ990年 ユ999年 2000年2001年
生活消費 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0
食品 67．7 58．8 52．6 49．1 47．7
衣類 12．7 7．8 5．8 5．8 5．7
住宅 10．3 17．3 14．8 15．5 16．0
家庭設備 0．0 5．3 5．2 4．5 4．4
医療保険 0．0 3．3 4．4 5．2 5．6
交通通信 9．3 1．4 4．4 5．6 6．3
文化・娯楽 0．0 5．4 10．7 11．2 11．1
















































































































































1997年 5．1 10．1 7．1 5．9 4．7 3．2
1998年 4．8 9．6 6．6 5．7 4．5 2．9



































































1人当たり純収入 16．5 4．9 1．9 4．8















年 純収入（元） 賃金収入 農業収入 農業外自営収入 その他＊
1998 2162 26．5 50．8 17．1 5．6
1999 2210 28．5 47．1 18．5 5．9
2000 2253 31．1 44．0 19．4 5．5
2001 2366 32．6 43．0 18．7 5．7































































1978 343．4 133．6 2．6：1
1980 477．6 191．3 2。5：1
1985 739．1 397．6 1．9：1
1990 1510．2 686．3 2．2：1
1995 4283．0 1577．7 2．7：1
2000 6280．0 2253．4 2．8：1
2001 6859．6 2366．4 2．9：1






































カラーテレビ 冷蔵庫 洗濯機 カメラ オートバイ 自転車
都市住民 120．5 81．9 92．2 39．8 20．4 165．4
農村住民 54．4 13．6 29．9 3．2 24．7 120．8
河北省農村 71．5 23．8 63．1 3．8 39．3 189．0
資料　　『中国統計年鑑2000年』，中国統計出版社，2001年
　　　河北省農村の数字は『中国農村統計年鑑2002』中国統計出版社，2002年
　90年代に入ってから都市住民家庭では，カラーテレビや洗濯機などの家電製品は，飽和状態になった
一方，農家家庭での普及率が伸び悩み，低いレベルにとどまっている。今回の調査地では，白黒テレビ
を使用している農家が60％以上を占めているが，カラーテレビへの買い替え予定の有無を尋ねてみたと
ころ，現在の収入では白黒テレビで我慢すると答えた農家が大半を占めている。したがって，人口の7
割を占める農家の購買力を向上させることは，いわゆる中国の巨大市場を潜在的市場から現実な市場に
変える鍵となっていると言えよう。
VI農家の生活消費に影響する要因と対策
　1．高品質、高効率農業の実現による増収
　（1）優良品種の導入・普及
　90年代半ば頃から中国の農産物市場は供給不足から供給過剰に転換した。特に食糧の生産過剰が深刻
化し，前述のように価格が下落し続け，農家の収入減に直接影響している。また，にWTO加盟後は国
内市場においても国際市場においても品質で勝負するしかない状況に直面しつつある。それに対応して，
政府の農業政策はこれまでの生産量重視から品質重視に転換しなければならない。品質改善を図るため，
1999年11月に農業部，国家糧食備蓄局及び国家質量技術監督局（品質技術の管理機関）は共同で新しい
食糧品質基準を発表し，米，小麦，トウモロコシ等の8品目における新しい国家食糧基準を公布した。
2000年から東北産春小麦，南方産インディカ早稲，南方産トウモロコシなどの市場ニーズに合わない低
品質品種の政府買付けがストップされ，生産縮小が図られることになった。また、自力開発よりは海外
から新技術を購入したほうが安くて速いという理由で、政府は1996年から国際的先進農業技術の導入を
目的とした「‘948’計画」を立ち上げ、1996～2003年の8年間に40ヵ国から1，351の技術を導入した11。
それと同時に優良品種，とりわけ国際市場のニーズを意識した優良品種の生産拡大は強力に推進された。
こうしたなか，日本市場を狙う米作りが話題になっている12。中国の穀倉地帯と言われる黒竜江省では，
93年の日本の米緊急輸入をきっかけに，国有農場を中心に水稲栽培・育種技術を日本から導入し，　「寒
冷地畑苗代移植栽培」技術を普及させ，ジャポニカ種の「新コシヒカリ」　（コシヒカリの改良品種）や
「きらら397」など食味のよいものを大規模に栽培し，日本，シンガポール，香港等の市場をターゲット
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にしている。現在毎年12万トンとされる日本のSBS（売買同時入札）輸入米の主力は，すでに米国産
から中国産にシフトしつっある13。
　また，食糧生産に偏っている農業構造を調整し，生産の多様化，産地の特化・集約化を進め，生産・
加工・販売の一体化を目指し，高品質，高付加価値農業を実現することは農家収入を高める有効な道で
あろう。今回調査した撫寧県政府は県財政から160万元を出資しJ農業発展基金を設けた。その用途の
内訳は，100万元は優良品種や新農業技術の導入，普及の専用資金とし，30万元は500頭以上の養豚場
への補助金とし，残りの30万元は山間地域における栗の栽培規模拡大や雨水貯水池の建設に使用すると
のことである14。
　（2）経営規模の拡大
中国は80年代前半の農村改革により，農家単位での生産量請負責任制が確立した。80年代においては，
1農家当たりの耕地面積は約0．53haであったが，1990年代以降，農業労働人口が年間平均543万人の速
度で増加し続けてきたため，1農家当たりの耕地面積はさらに縮小し，2000年にはO．　49haまで減少した
IsBそのうえ，農家に耕地を分ける際に，肥沃度や村との距離などを考慮して平等に分配しようとした結
果，1農家の耕・地は平均5．9枚に分散している。その内1畝（O．　07ha，6．67a）以下の地片は71．0％も占
めている］Fi。それと対照的にアメリカでは，99年に219．4万の農場が存在し，1農場の平均所有耕地面積
は174．8haもある17。中国の農業経営規模は，アメリカやオーストラリアなどの大規模農業と比べものに
ならないのみならず，日本（1．　37ha），韓国（1．19ha），台湾（1．05ha）などの小規模農業と比べても，
半分程度の規模である18。
　このような小規模農業では，耕作・収穫機械の導入，灌概設備の整備，新技術の普及等を効率よく行
なうことができず，規模効果は望めない。その上，生産資材，労働力等の生産要素の追加投入による収
穫逓減も生じている19。経営規模を拡大するため，土地流動化を促進し，耕地を有能な農家に集中させな
ければならない。現在農家が請け負っている土地使用権については，土地の長期利用，相続，他人への
有償譲渡などの権利を法律で認めるべきである。こうした土地使用権の私有化によって，土地使用権の
売買，交換，貸出し及び担保・投資に供することができるようになる。耕地集中，経営規模拡大が順調
に進めば，労働生産性が高まり，農家収入が増え，農村市場も繁栄してくるであろう。
　2．余剰労働力の他産業移動による農業外増収
　中国の農村部では現在1億5，　OOO万人の余剰労働力が存在していると言われている2°。こうした多大な
余剰労働力が農業に滞留していることにより，生産過剰，価格低下，1人当たりの農業収入の減少など
の現象が生じ，消費支出の縮小につながっている。また調査によると，現在第2，3次産業に従事してい
る出稼ぎ労働者の1人当たりの年間所得は，専業農家の2．8倍に達している21。したがって，余剰農業労
働力の離農，兼業化を促進し，第2，3次産業に移動させることは農家増収及び購買力の拡大には，有効
な道であると思われる。また，しばらく都市に生活した出稼ぎ労働者は都市の生活習慣や考え方などを
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受け入れJそれを農村に伝えることにより，農家に新しい生活様式や考え方を根付かせることに大きな役割
を果たしている。しかし，約1億5，000万の労働九そしてその家族も加算すると，およそ3億9，000万人
にものぼる大規模な転職・移動は，中国にとって，長く多難な歩みとなるであろう。通常の工業先進国が
体験してきた既存の都市部の拡大のみならず，中国の国情に合う独特な発想が必要となる。
　（1）都市部への労働力移動
　表4の農家の収入構成からも分かるように，農業以外の収入が農家収入に占める割合が増え続け，農
家の収入増を支えている。したがって，余剰農業労働力は都市に出稼ぎに行ったり，農村地域で第2，3
次産業に従事したりすることは，農家収入増に繋がる有効な道である。
　先進国の経験から見れば，都市部が農業余剰労働力を吸収する最も有力な場所である。中国も改革・
開放後，戸籍制度の規制緩和等の措置を講じて，農村から都市部への出稼ぎを奨励している。全国のサ
ンプル調査によると，97年の都市部の長期流動人口は1億人を超えている22。しかし，本格的な国有企業
改革が始まって以来，リストラされた従業員が急増し，1995～2001年の間に2000万人以上に達した。都
市部失業者の増加により，農家出稼ぎ労働者の就職は一段と厳しくなっている。出稼ぎ労働者の農村逆戻
り　（回流）現象が注目され，1992年から減少し続けた第1次産業の就業者数が1998年から増加に転じ，
2000年まで3年間増加し続き，2001年はほぼ横這いであった23。
　（2）農村部での第2，3次産業の振興
　①郷鎮企業の発展
　上述のように約1億の出稼ぎ労働者が都市部に吸収されているにもかかわらず，農村部に残っている
過剰労働力はなお2～3億人いると見られている。それらの労働力は全部都市部によって吸収することは
不可能に近いのである。そこで，改革・開放と同時に盛んになったのは中国式で言う「郷鎮企業」であ
る。これは農村部において郷・鎮政府や村の投資で立ち上がった中小企業である（勿論，順調に大企業
に成長した郷鎮企業も存在する）。2002年現在全国での郷鎮企業は2084．7万ヵ所あり，就業者数は1億
3，285万人に達し，農村労働力の26．8％を占めている。これは余剰農業労働力の他産業への移転に大き
な役割を果たしたのである。しかし近年，東南アジア金融危機や国内経済低迷の影響を受け，郷鎮企業
の経営も厳しい局面に直面している。村落に点在している中小規模の郷鎮企業の多くは，設備の老朽化，
技術の立ち遅れ，人材の欠乏などの問題を抱えている。そのため，労働力の吸収能力も減退し，新規採
用労働力は1978～87年の年間平均660万人から，97年の400万人，98年の300万人，2000年の116万
人と減少していたが，2002年に200万人とやや持ち直している。
　②小都市戦略
　郷鎮企業数の増加・規模拡大，あるいは都市部の出稼ぎ者の受け入れ能力に限界が見えている中，今後
さらに億単位の余剰農業労働力を他産業に移転させ、農村から都市へ移住させるためには，新しい構想
が必要となっている・中国政府は，現在村落に散在している郷鎮企業を郷や鎮の交通や商業基盤の比較
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的に整備された所に集中させ，それを中心に3～5万人の小都市を全国に大量に形成し，労働力の吸収能
力を高めようとする小都市戦略を打ち出している。製造業がある程度集中すれば，生産・販売及びそれと
直接に関わる道路・輸送，卸売りなどの物流産業の発達が期待できるだけでなく，従業員の生活基盤を
形成する小売業，サービス業，不動産業なども発生・繁栄してくるであろう。その相乗効果で新規就業人
数を50％増加することが出来ると見込まれている24。また，農家を差別する戸籍制度や福祉制度などがな
おしばらく存在する現段階では，都市に出稼ぎに行った農家も仕事をしている都市で定住することが難
しい。小都市はこうして何年間か大都市で稼いで故郷に戻ろうとした出稼ぎ農家の受け皿にもなるので
はないかと期待される。
　3．農村地域のインフラ整備と販売網の整備
　都市と農村の二元化，農村地域を差別する社会体制を採っているため，政府の農業，農村地域に対す
る財政投資が非常に不足している。その結果，農村地域の道路，送配電網，水道などのインフラ基盤は
不備なところが多い。今回の現地調査の際，せっかく購入した冷蔵庫を使用しないで放置していたり，
洗濯機を米ぴっとして使っていたりすることを目にした。わけを聞いてみると，電圧が不安定である，
電気代が高い，洗濯機が水を使いすぎるなどの理由が挙げられた。中国農村での電気普及率は近年90％
に達したと言われているが25，送配電設備が遅れており，送配電能力が不足している。農村地域のlkw当
たりの平均電気代は都市部より2倍以上高くなっており，地域によって10倍高くなっている場合もある。
また，上下水道は都市近郊の農村以外ではほとんど整備されていない。そのうえ，中国全体として水不
足が深刻化しており，多くの農村地域では，人間と役畜の飲用水でさえ確保できない状況にあることか
ら，洗濯機の普及は当分難しいことと思われる。テレビの場合は，中継設備が充分に設置されていない
ため，受信不能な地域や電波の弱い地域が存在し，テレビ普及の障害となっている。
　農村地域の送配電網を改善するために，政府は国債資金を利用して農村部における送電網更新・整備
というプロジェクトを1998年11月に正式に起動した。3年間で全国の31の省（自治区，直轄市）にあ
る2，400の県において，低圧電力の送電設備を点検・更新し，それに関連した高圧・中圧電力の送電設
備の設置などを行なっている。これまでの経験から見れば，政府の農村部でのインフラ投資（ダム建設，
電気網，道路の整備，水資源の保護工事，防風林など）は30～40％の農家収入に転換し，農家の生活消
費の増大に繋がる効果がある2｛S。また，農村地域の送電システムの整備は家電消費量の拡大，農家生活水
準の向上に効果があると思われる。
　また，家電メーカーが農村市場を軽視してきたことも指摘できる。農村部での家電販売店が少ないう
え，製品の種類も単調である。農家が比較的分散して住んでいるため，アフターサービスもほとんど行
なわれていない。そのため，購買力のある農家でも，家電製品の消費に手を出せないでいる。
　総じていえば，農家消費を振興させ，農村市場を拡大することは決して容易なことではない。農村を
差別する二元的社会制度の改正，政府の税収・財政支出政策修正，農業支援・指導の強化、経済全般の
発展と他産業の発達，農家意識の変化など，どれも不可欠な要素である。それは政府を始め社会全体の
努力が必要である。
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